
よくある質問Ｑ＆Ａ 
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Ｑ１ 事前申込の受付期間を過ぎて、申込みをすることはできますか。 

Ａ１ 事前申込の受付期間を過ぎての申込みはできません。また、受付期間より

前に受付けることもできません。必ず受付期間内に事前申込をして下さい。 

 

Ｑ２ 居宅の登記簿上の所有者（以下「所有権者」という。）は、先ごろ亡くな

った父で、まだ名義を変えておらず、事前申込の期間中には間に合わないの

ですが、どうすればよいですか。 

Ａ２ 工事完了後、実績報告書類の提出までに、登記の名義変更をしていただく

ことを約束いただいた上で受付することができます。ただし、名義変更がで

きなくなった場合あるいは名義変更していただけない場合は、補助対象外

となります。 

 

Ｑ３ 親が所有権者であるが、実際は私が住んでおり、親は市内の別の家に住ん

でいる。私が申請して、補助金を受けることができますか。 

Ａ３ 補助対象とはなりません。申請者ご本人が、現に（または実績報告までに）

所有権者であり、かつ、その家にお住まいであることが補助対象の条件とな

っております。 

 

Ｑ４ 家は私が所有権者だが、土地は親が所有権者になっている場合は補助対

象となりますか。 

Ａ４ 補助対象となります。リフォーム補助金は、あくまで居宅に係る補助であ

るので、申請者ご本人が居宅の所有権者であれば、問題ありません。 

 

Ｑ５ 何軒か持ち家があり、住民票の住所ではない居宅の工事は、補助の対象と

なりますか。 

Ａ５ 補助対象とはなりません。対象の要件である「自ら居住している住宅」と

は、現に住んでいる居宅であって、住民票の住所に存するものを指します。 

 

Ｑ６ 分譲マンションに住んでいて、内部のリフォームをしたいのですが補助

対象となりますか。 

Ａ６ 分譲マンションなどの集合住宅の場合、区分所有権をお持ちの専有部分

については、補助対象となります。ただし、エントランスなど共有部分につ

いては、補助対象とはなりません。なお、賃貸マンションや賃貸アパート等

は補助対象とはなりません。 
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Ｑ７ 既に工事を完了した場合、又は、都合により補助金の交付決定前にリフォ

ーム工事に着工した場合は補助対象となりますか。 

Ａ７ 補助対象とはなりません。事前申込後、申請予定者に補助金交付申請をし

ていただき、市から通知する補助金交付決定通知が到達した後に着工する

リフォーム工事が補助の対象です。交付決定前に着工された工事は補助対

象とはなりませんので、ご注意下さい。交付決定通知の送付は、交付申請後、

約１0日程度を予定しています。 

 

Ｑ８ 共有名義の住宅をリフォームする場合、申請者は誰になりますか。 

Ａ８ 工事の契約者（工事費用を支払う人）が申請して下さい。ただし、申請の

際には必ず他の共有者すべての同意書を添付して下さい。同一の住宅に対

して複数の者からの申請はできません。 

 

Ｑ９ 設定する住宅リフォーム工事に該当するかどうか、どのように確認する

のですか。 

Ａ９ 施工業者から提出された見積書の内訳明細に記載された仕様や完了後の

写真から確認します。確認できない場合は、補足資料の提出依頼や現地確認

を行う場合があります。確認した結果、当該工事に該当しないと判断した場

合は、補助金の交付決定を取り消すことがあります。 

 

Ｑ10 各申込区分の違いについて教えてください。 

Ａ10 区分Ａは既に所有されている自身が居住するための住宅をリフォームす

る方が該当する区分で最大補助金交付額は１５万円となっています。 

区分Ｂは徳島市立地適正化計画に定める居住促進区域において自身が居

住するために中古住宅を購入し、リフォームする方が該当する区分です。最

大補助金交付額は２０万円となっています。 

区分Ｃは徳島市中心市街地活性化基本計画に定める中心市街地の区域か

つ徳島市立地適正化計画で設定する居住促進区域において、自身が居住する

ために中古住宅を購入し、リフォームする方が該当する区分です。最大補助

金交付額は３０万円となっています。 

 

Ｑ11 対象経費から消費税及び地方消費税を除くのはどうしてですか。 

Ａ11 市民の皆様の税金を使用して税金を補填する形となることを回避するた

めです。 
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Ｑ12 過去に同一住宅で「徳島市住宅リフォーム支援事業」補助金の交付を受け

た場合でも対象になりますか。 

Ａ12 令和元年度以降に同一住宅で「徳島市住宅リフォーム支援事業」補助金の

交付を受けている場合、補助金の交付対象になりません。 

 

Ｑ13 なぜ、令和元年度以降に同一住宅で「徳島市住宅リフォーム支援事業」補

助金の交付を受けた場合は対象とならないのでしょうか。 

Ａ13 多くの市民の皆様にこの制度を利用いただくため、利用回数を制限させ

ていただいております。 

 

Ｑ14 以前「新生活様式対応住宅リフォーム支援事業」補助金の交付を受けてい

る場合、今回の制度に申し込むことはできますか。 

Ａ14 令和元年度以降に「新生活様式対応住宅リフォーム支援事業」において補

助金の交付を受けている方は今回の制度において、交付を受けることがで

きません。 

 

Ｑ15 申請の際の見積額より、実際の工事費が増額となった場合、補助金も増額

されますか。 

Ａ15 補助金交付決定金額以上の補助金は交付されません。また、申請の際にお

いても補助金事前申込書に記入していただいた補助金交付申請額以上の金

額に変更することもできません。 

 

Ｑ16 補助対象工事一覧に記載された工事以外は対象にならないのですか。 

Ａ16 補助対象工事一覧に記載された工事以外は対象となりません。該当する

かどうか不明な場合は、お問い合わせ下さい。 

 

Ｑ17 畳の表替えや襖・障子の張替え、窓ガラスの交換などは補助対象となりま

すか。 

Ａ17 単なる畳の表替えや襖・障子の張替え、窓ガラスの交換、カーテンやカー

ペットの取替えなどは補助対象となりません。ただし、工事をともなう場合

は対象となります。 

 

Ｑ18 外構工事のうち、対象とならない造園工事とはどのようなものですか。 

Ａ18 造園工事とは、植栽、景石、地被、水景、緑化工事等の庭園等に係る工事

を指します。これらの工事については、居宅の機能向上とは直接に関係しな

いため、補助対象とはなりません。 
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Ｑ19 エコキュートなどの設置・交換やオール電化工事は補助対象となります

か。 

Ａ19 エコキュート（エコウィル、ユノックス）などについては、設備の設置に

なりますので、補助対象とはなりません。同様に交換も補助対象とはなりま

せん。また、オール電化工事についても、電気器具の取替えになりますので、

補助対象とはなりません。 

 

Ｑ20 シロアリ被害がひどく駆除したいのですが、補助対象となりますか。 

Ａ20 シロアリの駆除そのものは、工事ではないので補助対象とはなりません。

ただし、床下の改修工事と併せてシロアリを駆除し、防蟻処理を行う場合は

補助対象となります。 

 

Ｑ21 ＤＩＹ（日曜大工）で、自らリフォーム工事した場合は補助対象となりま

すか。 

Ａ21 本事業は、地元経済の活性化を図る目的もあることから、市内の施工業者

による工事を対象としています。従いまして、ご自身でＤＩＹ工事したもの

については、補助対象とはなりません。 

 

Ｑ22 リフォーム箇所に応じて、複数の業者によって工事する場合は補助対象

となりますか。 

Ａ22 市内の施工業者が施工し、完了する補助対象工事にかかる費用の合計額

が、５０万円以上（消費税及び地方消費税を除く税抜き金額）であれば、対

象となります。詳しくはお問い合わせ下さい。 

 

Ｑ23 施工業者を紹介してもらえますか。 

Ａ23 市では、施工業者の紹介は行っておりません。電話帳やインターネット等

でお調べ下さい。 

 

Ｑ24 各区分によって上限額に相違があるのはなぜでしょうか。 

Ａ24 限られた財源の中で、なるべく多くの人が利用できるよう上限額を設定

しました。 

 

Ｑ25 対象工事を総額５０万円以上とした理由はなぜですか。 

Ａ25 対象工事の額は、住宅の長寿命化を図る上で必要と考えられる経費の最

低額として設定しました。 
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Ｑ26 交付決定前に工事に着工してはいけない理由を教えてください。 

Ａ26 申請された方が、真にこの制度の対象者であるかの確認を終えていない

からです。この通知が送付されることで初めて、補助金の対象者であること

が決定します。 

 

Ｑ27 補助金額はいくらですか。 

Ａ27   

申込区分 種別 補助金額算出方法 

Ａ 一般住宅リフォーム工事 補助対象経費×１５％（上限１５万円） 

Ｂ 
居住促進区域の中古住宅を 

購入してリフォームする場合 
補助対象経費×２０％（上限２０万円） 

Ｃ 

中心市街地の区域で中古住宅

を購入してリフォームする場

合 

補助対象経費×３０％（上限３０万円） 

 ※消費税及び地方消費税は含まないものとします。 

 ※千円未満は切り捨てです。 

 

Ｑ28 工事代金の支払方法は分割払いなどでも大丈夫でしょうか。 

Ａ28 実績報告提出時（令和７年２月２８日）までに領収書が準備できれば、分

割等の支払方法でも大丈夫です。 
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